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平成２６年度 部局経営⽅針 
総務部⻑ 今吉 俊郎 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

市民の役に立つ所（市役所）であるために、職員の資質の向上、健全財政の維持、

財産の適正管理、適正かつ公平な課税・収納、入札・契約制度の遵守に努め、効率

的・効果的な行政サービスの提供につなげることを使命とします。 

 

◆部局の基本方針 

①市制施行１０周年を記念した各種事業を展開します。 

②職員人材育成基本方針に基づいて、各種研修を実施します。 

③財政運営プログラムに基づいて、持続可能な財政構造を確立します。 

④財産仕分けにより、施設の売却・貸付等の具体的な手続きに入ります。 

 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

当初予算 １１１．５億円（Ａ）【歳出予算比率２０．８％】 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） １２７ ２２ １４９ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   １１.８％ 

●市制施行１０周年記念式典やＮＨＫスポーツパークなどのシンボル事業のほか、

従来から実施しているイベントを記念事業として拡充したり、公募による市民提

案型の記念事業を開催します。 

【振り返り】 

・シンボル事業として松岡修造氏のＮＨＫスポーツパーク（テニス）を５月２０

日（日）にサンアリーナで、市制施行１０周年記念式典を１０月１１日（土）

に川内文化ホールでそれぞれ開催。いずれも多くの市民に参加していただき大

盛況でした。 

・また、各種団体や各部署等が従来から実施しているイベントも記念事業として 

１５７件が開催されました。 

・さらに、公募による市民提案型の記念事業も合計で８件、補助金も約３１０万

円を活用していただきました。 

・平成２７年３月３１日をもって、記念事業事務局を廃止しました。 

 

●平成２７年度から合併特例が終了して、国の地方交付税削減に伴う厳しい財政状

況を乗り切るために、財政運営プログラムを着実に推進します。 

・人件費の削減、施設の統廃合、普通建設事業費と維持補修費の規模見直し及び

事業見直しに引き続き取り組みます。 

・前述の経費削減の一方、成長戦略分野への投資に必要な財源は確保します。 

【振り返り】 
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・国から地方交付税の縮減幅が緩和されるような見直し案が出ましたが、具体的

な内容が示されていないため、財政運営プログラムの見直しは先送りしまし

た。 

・人件費その他の削減の取組みについては、概ね計画どおり達成できました。 

 

●財政運営プログラム及び公有財産利活用基本方針に基づいて、財産仕分け・利活

用方針を着実に推進します。 

・財産仕分けにより処分財産と決定した施設等は、利用されている市民の方々の

理解を得て、スケジュールを定めて、売却、貸付、譲与、閉鎖又は解体を進め

ます。ただし、場合によっては、方針を見直すなど柔軟に対応します。 

・施設の適正な配置や財政負担の縮減などの検討を行うための基礎的なデータと

して活用する公共施設白書を作成します。 

【振り返り】 

・処分財産とした施設は、地元の方々との協議を進めました。 

・平成２６年度は、川内と入来の福祉作業所と吉川小学校の３施設を閉鎖し、累

計で３６施設を民間に譲渡又は閉鎖しております。 

・公共施設白書については、年度末に出来上がり、平成２７年度から２年間にわ

たり公有施設の再配置計画を策定するための基礎的なデータを集めることが

できました。 
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平成２６年度 部局経営⽅針 
危機管理監 新屋 義⽂ 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

市民の安全確保のため、地域防災力の向上及び危機管理意識の高揚を図るとと

もに、災害に強く、誰もが安全で安心して暮らせるまちづくりを市民と協働して

推進します。 

 

◆部局の基本方針 

①平常時において、自主防災組織の結成、育成に努めるとともに、災害時等に

おいては迅速、的確な対策を講じ、市民の安全を確保します。 

②交通安全、防犯等に配慮した安全・安心のまちづくりを推進します。 

③川内原子力発電所に係る安全対策及び防災対策を推進します。 

 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

当初予算 １．７億円（Ａ）【歳出予算比率 ０．３％】 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） １１     ４ １５ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   １.０％ 

●防災関係機関、地区コミュニティ協議会及び自治会等と連携し、特に要配慮者

の安全かつ迅速な避難に配慮しつつ、災害対策を推進します。 

・災害に対する危機管理体制、防災機能を更に強化するとともに、自主防災組

織の組織化、活性化に取り組み、地域と連携して災害対策を行います。 

・避難行動要支援者名簿の作成を行うとともに、避難に係る個別支援計画の作

成を更に推進します。 

【振り返り】 

自主防災組織の新たな結成がなく、また、訓練実施率が減少する中で、消防

局の防災研修センターを活用した防災意識の高揚の取組がされた。また、民生

委員、ケアマネージャー及び消防団員の協力を得ながら、避難行動要支援者に

係る個別支援計画の作成を進めた。 

 

●防犯及び交通安全に係る機関・組織と連携し、安全・安心のまちづくりを推進

するとともに、「セーフコミュニティ※」の認証取得に向けた取組を行います。 

・子どもや高齢者等の交通安全対策を推進するとともに、自主防犯組織と協働

してパトロールを強化し、地域の安全な環境づくりに努めます。 

【振り返り】 

防犯カメラの設置を行うとともに、交通安全協会、防犯協会及び地区コミュ

ニティ協議会等の関係機関と連携して安全・安心のまちづくりに取り組んだ。 
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※ セーフコミュニティとは、地域住民、関係団体及び行政が連携して、事故やけがの未然防

止に取り組む世界基準の安全安心活動で、世界保健機関の関連機関が推進する認証制度です。 

●事業者の規制基準に基づく対策の実施状況等を確認し、川内原子力発電所の安

全を確保するとともに、原子力防災に係る計画を更に充実します。 

・原子力規制委員会による説明会を着実に実施します。 

・原子力防災計画に基づき、在宅及び施設入所の要配慮者に係る避難対策を進

めます。 

・説明会、研修会、出前講座の実施により、避難計画や安定ヨウ素剤の予防服

用など、市民への原子力防災計画の周知徹底に努めます。 

【振り返り】 

川内原子力発電所の新規制基準に基づく事業者の安全対策の確認、円滑な

県・市共催の適合性審査結果に関する住民説明会の開催による安全確保対策を

行ったほか、広域避難計画の見直し、避難経路図の作成、研修会及び出前講座

の開催等による原子力防災計画の啓発・周知、１０キロ圏内の医療機関、社会

福祉施設の避難計画、在宅の要配慮者に係る個別支援計画の作成等による要配

慮者対策に取り組んだ。 
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平成２６年度 部局経営⽅針 
企画政策部⻑ 永⽥ ⼀廣 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

人口減少・少子高齢化、今後の厳しい財政状況を念頭に置きつつ、地域の振興・

経済の活性化に資する事業の展開、行財政改革の推進、共生協働社会の実現に努め

ます。 

 

◆部局の基本方針 

①人口減少、少子高齢化などの地域課題に対応した施策・事業を分野横断的に進

めます。 

②定員適正化による人件費の抑制、事業の見直しなど行財政改革を着実に進めま

す。 

③「市民が主役となれるまちづくり」をさらに進めます。 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

３ 重点目標 

当初予算 ５１．２億円（Ａ）【歳出予算比率 ９．６％】 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ４５人 １５人 ６０人 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   ４．２％ 

●合併後の取組の振返りと評価・社会情勢の変化、現時点における課題･問題点を

把握し、第２次総合計画（平成２７年度以降の１０年間）を策定します。 

【振り返り】 

 自治総合審議会への諮問・答申、議会の議決を経て、平成２７年２月末、第

２次総合計画を決定した。 

 

●戦略ビジネス分野について、ビジネスモデル・支援策等を整理するとともに、

効果的な推進体制を構築します。 

【振り返り】 

食品、医療・介護周辺ビジネスの分野における事業化モデルとして「糖尿病

予防と重症化予防に重点を置いたモデル」の方向性を整理したうえで２つの分

科会を設置し、平成２７年度、ヘルスケアシステム創出実証事業を実施するこ

ととした。 

なお、支援策等の整理、推進体制の構築までには至らず、産業支援センター

については商工観光部に引継ぐ中、平成２７年度にそれぞれ実施することとな

った。 

 

●交流の促進や地域の活性化を目的に、旧樋脇高校跡地におけるグラウンドゴル

フ場の整備を進めます。 
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【振り返り】 

不要建築物の解体工事、クラブハウス整備に向けた実施設計に着手した。 

 

●甑島については、国定公園化指定を機にエコツーリズムのビジョンを策定し関

連事業を計画的・効果的に推進します。 

【振り返り】 

平成２７年３月、国定公園の指定を受け、記念式典（市共催）を開催すると

ともに、ツーリズムビジョンを策定した。 

 

●第３次定員適正化方針（平成３２年度当初＝１，０００名以内）に基づき職員

数を削減するとともに、組織見直しやアウトソーシング・事務事業の見直しに

より、人件費削減を進めます。 

【振り返り】 

平成２７年４月時点の職員数は１，０５５名（対前年比 △２１名、方針比 △

３０名）で、第３次方針に添った職員数削減を進めた。 

なお、効果的・効率的な業務推進を図るため、市民スポーツ課の市長部局へ

の移管、地域教育課の廃止等、本庁・支所の組織・機構を見直した。 

 

●第３期地区振興計画について、計画内容や進捗状況を適宜把握するとともに、

地区担当職員制度(仮称)を早期に導入するなど、地域活動を支援します。 

【振り返り】 

 ４８地区の振興計画に関し重点３項目に対する関係課の支援策を整理し、各

地区コミュニティ協議会に回答するとともに、第２次総合計画策定に当たり一

部反映した。 

なお、地区担当職員制度についても検討したが、新年度導入までには至らな

かった。 

 

●地域資源利活用事業や地区コミュニティ活性化補助事業により、地域の活性化

やコミュニティビジネスの創出を促進します。 

【振り返り】 

２地区コミュニティ協議会（可愛・湯田）における地域資源利活用事業、５

件の地区コミュニティ活性化事業（ビジネスコース）により、地域活性化やコ

ミュニティビジネス創出の促進に努めた。 
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平成２６年度 部局経営⽅針 
新エネルギー対策監 松枝 賢治 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

基幹エネルギーとは別の新基軸として次世代エネルギーを位置づけ、最終目標

として関連企業の立地等による雇用創出を図り、本市の持続的経済発展につなげ

ます。 

 

◆部局の基本方針 

 次世代エネルギービジョン及び行動計画に基づき、次世代エネルギーの利活用

等による「エネルギーのまち」づくりを加速するため、具体的事業を着実に推進

します。 

 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

 

当初予算 ４．９億円（Ａ）【歳出予算比率 ０．９％】 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ８ １ ９ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   ０.７％ 

●企業や大学、研究機関等とも連携を図り、実証事業や関連施設の整備等を実施

します。 

【振り返り】 

新たに民間企業と見守り支援サービス共同実証事業及び甑島蓄電池導入共同

実証事業を開始したほか、大学や企業等との産学官連携による再生可能エネル

ギーを活用した地域防災機能強化に関する共同研究会の開催、スマートハウス

建設にあたって６団体１１企業から設備等の協賛を得るなど、関係機関等との

連携を図りながら実証事業や関連施設の整備等を実施しました。 

 

●次世代エネルギーに関するフェアや出前講座を行うとともに、広報紙、ＦＭさ

つませんだい、ホームページやフェイスブック等を通じて、市民等への普及啓

発を図ります。 

【振り返り】 

次世代エネルギーフェアの開催、各種団体への出前講座や意見交換会の実施、

広報紙トピックスでの事業紹介、週１回３０分間のＦＭさつませんだいでの放

送、ウェブサイトやフェイスブックによる活動レポート等の情報発信など、多

角的な普及啓発を実施しました。 
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平成２６年度 部局経営⽅針 
市⺠福祉部⻑ 春⽥ 修⼀ 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

①すべての市民が生涯にわたりいきいきと暮らすことができるとともに、住み

慣れた地域でお互いに支え合い、安心して健やかに暮らせるまちを構築しま

す。 

②本市の豊かで美しい自然環境を未来に引き継ぐため、自然環境と市民生活が

共生するまちを構築します。 

 

◆部局の基本方針 

①誰もが住み慣れた地域で共に助け合いながら、安心して生きがいを持って、

健やかに暮らせる豊かな社会福祉の実現を目指します。（社会福祉） 

②子どもがいきいきと輝き、子育てがしやすいと感じられる社会の実現を目指

します。（子ども支援） 

③地域で適切な医療が受けられ、安心した生活が送れる医療体制の構築を図る

とともに、心身の健康づくりを進めます。（医療・健康） 

④市民・事業者・行政などの参加と協働のもと、地球環境に負荷をかけない持

続可能な社会の実現を目指します。（環境） 

 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

※上記『当初予算』は一般会計ベース。特別会計を合算すると４４８．７億円 

 

３ 重点目標 

当初予算 １９７．０億円（Ａ）【歳出予算比率 ３６．９％】 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） １８４ １１４ ２９８ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   １７．１％ 

●高齢者等が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう地域

包括ケアシステムの体制づくりを推進します。 

・医師会と連携し、地域在宅医療連携センターの設立準備を進めます。 

・社会福祉協議会内に成年後見センターを設置します。 

・地域福祉計画を社会福祉協議会と連携し策定します。 
・関係課と連携し災害時要援護者避難支援制度における要支援者登録申出者数 

の増加と、避難等補助者の設定割合目標を６４％から７０％に引き上げます。

・介護予防ボランティア元気度アップ事業、総合通所型介護予防事業などの教

室等への参加を促進し、介護予防の普及啓発を図ります。 

【振り返り】 

・川内医師会内に、平成２６年４月に在宅医療支援センター準備室を設置し、

平成２７年４月１日センター設立に向けて、歯科医師会、薬剤師会、介護支

援専門員協議会等と協議を重ねてきました。 
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・成年後見制度普及啓発事業、福祉サービス利用支援事業、法人後見事業を一

体的に実施するため、平成２７年１月に薩摩川内市社会福祉協議会権利擁護

センターを設置しました。 

・社会福祉協議会と連携し、「全ての市民が住み慣れた地域でお互い支え合い安心

して健やかに暮らせるまちづくり」を基本理念とした地域福祉計画（第２期）

（計画期間：平成２７～３１年度）を策定しました。 
・自治会、民生委員・児童委員等に登録申出等について更に協力依頼をお願いし、

平成２６年度は２６６件の登録申出者（前年度１８５件）があり、３月末現在

で要支援者登録申出者数は２，９７５人（前年度同時期２，９７４人）、うち避

難等補助者の設定割合は７０．５％（前年度同時期より６．０％上昇）となり

ました。 

・介護予防ボランティア元気度アップ事業については、７，５５５人の高齢者

等が登録され、ボランティア活動による地域貢献や、社会活動に参加があり

ました。また、介護予防教室についても、元気度アップ事業の相乗効果もあ

り、定数を超える申込となり、健康維持や閉じこもりの解消など介護予防に

つながりました。今後、さらに登録者・参加者数を増やすため、身近で、参

加しやすい事業に拡充していきます。 

 

●平成２７年度からの『子ども・子育て支援事業計画』を策定します。 

・平成２７年度からの新システム移行に対応できるよう、子ども・子育て支援

事業計画、条例等の制定、事業者との調整、市民周知を図ります。 

・待機児童解消のための、認定子ども園の整備や保育園の定員増を図ります。 

【振り返り】 
・子ども・子育て支援事業計画については、平成２７年度から５年を１期とする

「薩摩川内市子ども・子育て支援事業計画」を本年３月に策定しました。 

・今後は、本計画に基づき、子ども・子育て事業を推進していきます。 
待機児童の解消については、認定子ども園２園、小規模保育事業所４園及び施

設型給付を受ける事業所内保育事業の新設等で１４７人の定員増を図りまし

た。 
 

●生涯を通じた健康づくりを目指し、ライフステージに応じた健康づくりと、安

心して医療が受けられる体制づくりを推進します。 

・野菜１日３５０ｇ摂取を推進するなど、食生活や脳卒中等を切り口とした生

活習慣病予防対策を推進します。 

・レセプトデータ等を活用し、重複・頻回受診者訪問指導や CKD（慢性腎臓病）

の発症・重症化予防事業等に取り組み、医療費の適正化を推進します。 

・特定健診受診率、特定保健指導実施率の向上を推進します。 

・地域医療体制の維持確保を図るため、看護師、助産師の確保支援対策につい 
て検討します。 

・藺牟田瀬戸架橋完成後の甑島地域診療所の管理運営の在り方を研究し、医療 

 従事者の確保を含む体制の安定的な運営を目指します。 

【振り返り】 

・野菜１日３５０ｇの摂取については、スローガンの制定、野菜摂取の効果と
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１日５皿による摂取を進める実践支援のちらしを作成するとともに、のぼり

旗を作成し、各種イベント・講演会等で、資料配布や試食提供等を行い普及

啓発を行いました。また、健康づくり栄養教室等の講習会や食育の日キャン

ペーンにおいて普及推進を行いました。 

 実施後のアンケートでは、「野菜摂取の食事改善に取組む」という効果が見ら

れました。 

・重複・頻回受診者訪問指導事業については、きめ細かな訪問指導により、対象

者の約９割の意識改善が図られ、糖尿病性腎症重症化予防事業においても、参

加者の約９割に「改善がみられる」など、両事業とも実施効果が顕著に表れて

います。両事業とも、継続的に取り組むことにより、医療費の適正化につなが

っていくことから、今後も引き続き適切な実施に努めてまいります。 
・未受診者対策として、勧奨通知・電話勧奨のほか、事業所（職場）健診受診者

と受託医療機関の協力を得て情報収集提供事業を実施した結果、特定健診、特

定保健指導ともに、目標値を上回る見込みとなりました。 

・不足している看護師の随時募集や看護師嘱託員の処遇改善、看護助手の雇用な

ど人的体制づくりに努めました。また、地域周産期母子医療センターに認定さ

れた済生会川内病院に対して、公的病院等と同等の周産期医療体制を整えるた

めに助成を行うとともに、県助産師出向支援モデル事業の側面的支援を行いま

した。さらには、今後の北薩地域における周産期医療体制の充実を図るため、

周辺市町による協議会の立ち上げを検討しています。 

・島内の診療所については、現在、５医科診療所（６出張診療所）を運営してい

ますが、医療従事者の確保や診療科目の充実を図るため、「甑はひとつ推進会

議」の議論による意見をもとに検討していく必要があります。 

 

●「自然と共生し快適に暮らせるまち 薩摩川内市」を目指したまちづくりを推

進します。 

 ・今後（平成２７年度～平成３６年度）の環境政策の指針となる第２期薩摩川

内市環境基本計画を策定します。 

 ・花いっぱいまちづくりプランに基づき、各種市民団体等と連携し、市をあげ

て花いっぱいのまちづくりに取り組みます。 

 ・川内クリーンセンターについては、平成２８年度～平成３１年度に行う基幹

的設備改良に向け種々の準備を進めます。 

 ・川内クリーンセンター焼却灰の処理に係る検討調査を実施し、今後のあり方

を決定します。 

【振り返り】 
・第２期環境基本計画については、計画案を策定し、環境審議会に諮問しました。

甑島地域の国定公園の指定、国のエネルギー政策の動向等さらに慎重審議を図

る必要から平成２７年度早期の策定を目指し作業を行っています。 
・花いっぱいのまちづくりについては、平成２６年度、市や地域のシンボル花壇

整備、イベント時における花の種や花鉢配付事業に取り組みました。 
・川内クリーンセンターについては、基幹的改良事業の事業者選定のためのア

ドバイザリー業務の実施を行っています。 
・発生する焼却灰の処理については、最終処分場の埋め立て容量が不足するため、
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入札により大分県中津市の管理型最終処分場へ運搬し処理を行いました。 
今後、埋め立て容量の確保のため、現処分場の再生事業を行う予定です。 

 

●市民にやさしい窓口づくりを目指し、さらなるサービスの向上を図ります。 

・職員一人ひとりが、気配りと迅速・丁寧な窓口対応に努め、市民からの問合

せ・相談等に対して親切で、かつ的確な対応に心がけます。 

・住基カードの普及とコンビニ交付の推進に努めます。 

・被保護者への求職相談等を実施し、自立に向けた支援を推進します。 

【振り返り】 

 ・窓口研修等を行い、迅速で正確な事務と丁寧なお客様対応に心掛けました。 

今後とも接遇や窓口業務のスキル向上の取り組みを継続し、市民の皆様が快適

に手続きできる窓口づくりを目指します。 

 ・住基カードの普及については、広報紙やテレビモニター等での住基カード利用

促進のＰＲを行った結果、新規交付は１，８６２枚となりました。 

また、住民票等のコンビニ交付は、交付枚数１３，１１６枚で前年度（６，

６８８枚）対比１９６．１％となり、平成２５年３月のサービス開始以来順調

な伸びとなっています。コンビニエンスストアに設置されたキオスク端末の操

作が分かりづらいという意見もあることから、さらに市民が利用しやすいもの

となるよう引き続き広報・周知に努める必要があります。 

 ・稼働能力を有する被保護者に対し、就労支援員によるハローワークへの同行相

談支援、求人先への同行面接支援などを積極的に行ったことで、平成２６年度

においては、就労を開始した者が５５人。うち、９人〔９世帯（平成２７年３

月末現在）〕が保護廃止（自立）となりました。 

 

●臨時福祉給付金、子育て世帯臨時特例給付金の迅速な支給に努めます。 

【振り返り】 
・臨時福祉給付金については、７月から申請受付を開始し、８月から支給を開始

しました。 

支給件数 １５，７０７件（２３，７２０人 うち加算者１５，２６５人） 

支給総額 ３１２，８３５，０００円（うち加算者分７６，２１５，０００円）

・子育て世帯臨時特例給付金については、６月から申請受付を開始し、７月から

支給を開始しました。 

○支給対象児童数 １２，２５８人 

○支給総額    １２２，５８０，０００円 
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平成２６年度 部局経営⽅針 
農林⽔産部⻑ 髙橋 三丸 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

農林水産部の使命は、本市の「地域力」の基本となる農林水産業の振興を推進

し、農山漁村地域の活性化を図ることにあります。 

 

◆部局の基本方針 

①農林水産業生産の振興を図ります。 

②農林水産業所得の向上を図るとともに、担い手の確保・育成を進めます。 

③農地の有効活用を図るほか、農林水産業の生産基盤の整備を進めます。 

④豊かで住みよい農山漁村地域の形成を図ります。 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

３ 重点目標 

当初予算 ２０．３億円（Ａ）【歳出予算比率 ３．８％】 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ４３ １１ ５４ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,０７６人】  ４．０％ 

●経営感覚に優れた意欲ある担い手の確保を図ります。 

・各種助成事業等を通じた支援により、新規就業者及び後継者の確保・育成を

図ります。 

【振り返り】 

産地農業者後継者支援事業及び産地農業活性化支援事業を実施する中で、２

１名（耕種：８名、畜産：１３名）の新規就農者の確保と後継者の育成を図っ

た。 

 

●地域特性を活かした産地づくり等により農林水産業生産の振興を図ります。 

 ・重点品目を中心とした産地づくりを推進するとともに、農畜産業の生産性の

向上を図ります。 

【振り返り】 

現地検討会の開催、営農専門指導員による個別巡回（延べ５，０８０件）、

新規就農者（８名）を含む新規栽培者の促進、担い手農家の規模拡大支援及び

販売促進活動支援を行い、産地づくりを推進した。 

本市の重点品目である、いちご、ごぼう、らっきょう、きんかん、ぶどう、

茶、水稲の重点品目の実績として、栽培面積では、茶が４ｈａ増加したが、

らっきょうは、２ｈａ、水稲では、１２５ｈａ減少した。その他の品目は、

横ばいであった。 

販売額では、きんかんが３，７８０万円増加したが、茶は、９００万円、

水稲は５億６,６３７万円減少し、その他の品目は横ばいであった。 
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 ・引続き、家畜防疫対策の徹底を図ります。 

【振り返り】 

広報誌による市民広報や家畜自主防疫班による巡回指導（年２回実施）、消

毒用設備設置助成などの取組により家畜防疫対策の徹底を図り、家畜伝染病

の発生・侵入を防止した。 

特に、平成２５年冬以降続発している豚流行性下痢（ＰＥＤ）及び平成２

６年４月熊本県での発生や、同年１１月出水市でウイルスが確認された高病

原性鳥インフルエンザについては、農家への周知や消毒薬配布に取り組みな

がら、本市からの発生防止に努めた。 

 

・間伐の推進等を通じて計画的な森林の整備を図ります。 

【振り返り】 

県森林整備公社、北薩森林組合、民間認定事業体等の関係団体一体となっ

て間伐推進等を図りながら、計画的な森林整備に努めた。 

【民有林間伐実績】８２．３４ｈａ（北薩森林組実施分のみ、他事業体分

については県にて集計中） 

【市有林間伐実績】３０．６４ｈａ（甑島地域を除く本土５地域） 

 

・藻場造成や魚介類の放流などによりつくり育てる漁業を推進します。 

【振り返り】 

川内市漁協や甑島漁協との協力・連携に努めながら、藻場造成や魚介類の

放流などの活動を昨年度に引き続き、継続的に実施した。 

   【藻場造成】 

・母藻設置（５回）、藻場モニタリング（９回）、浮遊・堆積物の除去（４

回）食害魚類駆除（９回）、ウニ駆除（２１回）、ウニフェンス設置（６

回）、オニヒトデ駆除（３１回、２，０２０匹） 

   【魚介類放流】 

   ・甑島海域(クロアワビ５万個、ヒラメ６０，２００匹、マダイ６５，６４

６匹) 

   ・川内海域（ヒラメ２３，１０８匹） 

 

 ・特用林産物の生産基盤整備に関する支援や水産加工施設に関する機能の充実 

化を推進します。 

【振り返り】 

各種補助制度にて早掘りたけのこに関する支援や水産加工施設への加工機 

器類の整備を図った。 

【特用林産物関連】 

  ・竹林改良１．３ｈａ、竹林管理路２０５ｍ、チッパーシュレッダー１機、 

伐竹材運搬補助７４０ｔ（１，４８０千円） 

  【水産加工施設関連】 

  ・（里加工センター）キビナゴ開き機２台（８０尾/ｍｉｎ） 

１２，５２８千円 

    ・（手打加工センター）バッチ式急速フリーザー(－４０℃) 
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３８，４４８千円 

フライヤー、ミキサー各１台の計２台        １，３４０千円 

 

●六次産業化の促進等を通じて本市産の農林水産物の販売を促進し、農林水産業

所得の向上を図ります。 

 ・六次産業化の促進を図るため、意識の啓発や人材の育成などの基礎となる環

境の整備に特に重点的に取り組みます。 

【振り返り】 

六次産業化基本計画に基づき、意識啓発及び人材育成のためのシンポジウ

ム、基礎講習会、相談会を実施した。 

 

●農林水産業生産の基礎となる生産基盤の整備を進めます。 

・畜産の経営基盤の強化に向けて、飼料生産基盤や畜舎の整備等を行なう畜産

公共事業を推進します。 

【振り返り】 

畜舎整備や飼料生産基盤の整備（飼料畑造成）など、畜産基盤強化に向けた

事業である畜産公共事業を５戸の畜産農家が実施した。 

※第３川薩地区２戸、北薩地区３戸が事業実施 

 

・用排水路施設の整備など土地改良事業を実施するほか、湛水防除施設の適切

な維持管理を図ります。 

【振り返り】 

県単農業農村活性化推進施設等整備事業を活用し、用排水施設工事を行っ

た。また、排水機場のポンプ改修工事等を実施し、湛水防除施設の適切な維

持管理に努めた。 

 

・林道等の路網整備及び適切な維持管理を図ります。 

【振り返り】 

森林施業等の効率化、省力化及び低コスト化に向けて、林道等の路網整備

を進めるとともに林道の日常点検と必要な修繕工事等を実施しながら適切な

維持管理に努めた。 

【平成２６年度実績】 林   道：舗装延長 Ｌ＝１，７１５ｍ 

         林業専用道：開設延長 Ｌ＝２，２８１ｍ 

        林業作業道：開設延長 Ｌ＝６，１３２ｍ 

 

 ・市管理漁港等水産施設の適切な維持管理を図ります。 

【振り返り】 

市管理漁港水産施設について日常点検と必要な修繕工事等を実施しながら

適切な維持管理に努めた。 

【平成２６年度実績】 唐浜漁港航路浚渫工事Ｖ＝１，９００ｍ３ 

 

●耕作放棄地の拡大を防止し、農地の有効活用を図ります。 

・人・農地プランの作成・支援等により、耕作放棄地の発生防止を図ります。 
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【振り返り】 

「人・農地プラン」は、市内２４地区で作成しており、地域における担い

手の育成、確保と農地の集積・集約化について地域での話し合い活動を推進

し、耕作放棄地の発生防止に取り組んだ。 

 

 ・鳥獣被害防止対策を推進し、耕作放棄地の拡大を防止します。 

【振り返り】 

国の鳥獣被害対策実践事業を活用し、東郷地域 1 工区(南瀬)及び祁答院地

域２工区(藺牟田２箇所)において防護柵の設置を行い（防護柵延長２０．９

ｋｍ）、併せて移動式箱わな１７基、ＩＣＴセンサー３基を導入し、市内猟

友会と連携しながら被害防止に努めた。併せて、１月に鳥獣被害対策講習会

を開催し、講師による有害鳥獣の生態や被害防止活動についての講習を通し

て、鳥獣被害対策について研修を行った(参加者１１３名)。 

 

 ・農地中間管理機構と連携を密にして耕作放棄地の解消を図るとともに、農地

の流動化を推進します。 

【振り返り】 

耕作放棄地再生利用交付金事業を活用し推進を図ったが、１．４ha の耕作

放棄地解消（土壌改良）に留まった。農業委員会が斡旋した農地流動化面積

は、目標が１２３ｈａに対し１１９．２ｈａで概ね目標を達成した。〔参考 

基盤：１０３．１ｈａ、３条(売買、賃貸、使用貸借)１６．１ｈａ〕 

 

●食育・地産地消と食の安全・安心に努めます。 

 ・関係機関と一体となった、食育・地産地消の推進を図ります。 

【振り返り】 

園児やその保護者を対象に、市民健康課と一体となって「食の伝承塾」を

年２５回開催（参加者約１，０００人）し、農作業や魚さばき体験を通じて、

食への関心、食の大切さを伝えることができた。また、学校の要請に応じて、

農作業体験等の支援や、学校給食への本市農産物（みかん、きんかん等）の

提供斡旋を行った。 

 

・産業祭＆ＪＡフェスタ、食育・地産地消フェスタ、食の伝承事業を通じて、

食育・地産地消に努めます。 

【振り返り】 

１１月に産業祭＆ＪＡフェスタの開催（３万人）、１月に食育・地産地消

フェスタにおける講演会と料理教室の開催（３００人）、また、市内直売所

における定期的なイベントの開催など、これらのイベント等を通じて食育・

地産地消に努めた。 

 

・各種会合、現地検討会等を通じて、食の安全・安心の周知、指導に努めます。 

【振り返り】 

年１回農薬飛散防止対策協議会を開催し、食の安心・安全について関係機

関の意思統一に努めた。また、現地検討会では、農薬の安全使用の徹底と生
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産履歴記帳の指導に努めた。 

 

・川内・甑とれたて市、捌き方教室等を通じて本市水産物の食育・地産地消 

 に努めます。 

【振り返り】 

各種イベント等を通じ、本市水産物の地産地消に努めた。 

   川内・甑とれたて市（１２回開催、総来場者数：４，６８０人） 

   捌き方教室（１９回開催、総参加者数：５８１人） 
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平成２６年度 部局経営⽅針 
農林⽔産部六次産業対策監 ⼩柳津 賢⼀ 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

農林水産部六次産業対策監の使命は、本市の農林漁業の六次産業化を促進し、

農林漁業者の所得の向上を図ることにあります。 

◆部局の基本方針 

①薩摩川内市六次産業化基本計画（平成２６年３月策定）に沿って、農林漁業

の六次産業化の促進に積極的に取り組みます。 

※「六次産業化」とは、農林漁業者が、自ら生産した農林水産物の新たな付加価

値を生み出すため、創意工夫を発揮して加工（二次）や流通・販売（三次）を

行い、経営の多角化を進めることで、所得の向上を目指す取組のことを指しま

す。 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

３ 重点目標 

当初予算 ０．７０億円（Ａ）【歳出予算比率 ０．１３％】 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ４ ０ ４ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   ０．４％ 

●六次産業化の基礎となる一次産業の振興を図ります。 

【振り返り】 

関係部・課や各機関との連携の下、農林漁業者の経営の安定、所得の向上等 

を図りました。 

●六次産業化の担い手の育成を図ります。 

【振り返り】 

シンポジウムや基礎講習会、相談会の開催など、六次産業化の定着に向けた 

意識啓発及び人材育成のための取組を実施しました。 

●消費者ニーズに対応した商品開発を促進します。 

【振り返り】 

様々な機会を通じて、消費者ニーズに対応した商品開発の重要性についての

啓発等に努めました。 

●商品一つひとつの付加価値を高めるためのＰＲや販路拡大を進めます。 

【振り返り】 

ＰＲや販路拡大のための具体の取組は行うことができませんでした。 

●六次産業化に関する支援体制の整備を図ります。 

【振り返り】 

六次産業化に係る関係機関で構成される薩摩川内市六次産業化推進連絡会 

を創設しました。 
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平成２６年度 部局経営⽅針 
商⼯観光部⻑ 末永 隆光 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

商工観光部は、市内商工業の振興、中心市街地活性化、企業立地支援、地域公

共交通の整備、川内港の物流・交流の拡大及び国際交流の促進を図るとともに、

シティセールスを総合的かつ積極的に推進し、市の知名度・好感度の向上、交流

人口の増大、物産販売等による外貨の獲得により、雇用の創出、市民所得の向上

を図り地域経済の活性化に寄与します。 
 

◆部局の基本方針 

①中小企業育成、企業誘致等により雇用の確保を図ります。 

②効率的で利便性の高い地域公共交通や港湾の機能充実を図ります。 

③交流人口や物産販売の拡大により観光産業の育成を図ります。 

 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

当初予算 １６．４億円（Ａ）【歳出予算比率 ３．２％】 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ３３ １２ ４５ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   ３.１％ 

●地域経済対策 

・原発１・２号機の長期運転停止及びＦＩＭの閉鎖に伴う再就職支援、賑わい支

援などの緊急経済対策に取り組みます。 

【振り返り】 

合同就職面談会や離職者受入意向調査等の離職者支援により、ＦＩＭの離職者

の就職率は、約８２％（豊瑛電研約６９％）となった。また、料飲業組合など６

団体のプレミアム商品発行事業、年６回のうんまか市やのりものフェスタ開催に

より地域経済の活性化を図った。 

 

・地域成長戦略に基づき積極的な企業誘致活動や市内企業の支援に取組み、５社、

１００人以上の企業を誘致します。 

【振り返り】 

  企業誘致活動により、５社と立地協定を締結し７９名の新規雇用を創出した。

うち、４社は、企業立地支援補助金、１社は、地域成長戦略補助金を活用した。

 

・中心市街地の空店舗への新規立地５件を目指すとともに、新たな組織によるソ

フト事業の展開により、中心市街地の魅力アップや賑わいづくりに取り組みま

す。 

【振り返り】 

テナントミックス事業により、中心市街地の空店舗へ５件新規立地した。 

また、中心市街地活性化を図るため、わいわいタウンミーティングを設立、

ハッピーハロウィンのイベントを開催するなど、中心市街地の賑わいづくりに

取り組んだ。 
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●交通・港湾対策 

・川内甑島航路（甑島観光ライン）の利用促進を図り、年間７万人の利用実績を

目指します。 

【振り返り】 

平成２６年４月、川内甑島航路に高速船甑島が就航、甑島観光ラインが形成

され、旅行商品の造成などにより、個人観光客が伸び年間利用者は対前年度比

約１２％増の４．８万人となったが目標を達成することができなかった。 

 

・祁答院地域のコミュニティバスのデマンド化など、利便性が高く効率的な地域

公共交通網の充実を図ります。 

【振り返り】 

入来、東郷地域のデマンド運行を継続するとともに、平成２７年度の祁答院

地域のデマンドバス導入に向け、地元説明会を実施した。  

 

・川内港の利活用促進により、コンテナ取扱量２万ＴＥＵを目指すとともに、川

内港の機能充実を図ります。 

【振り返り】 

週３便の運航サービスをはじめポートセミナー、ポートセールス活動等によ

り、平成２６年のコンテナ取扱量は、対前年比５％増の２０，０４２ＴＥＵと

なった。また、港湾機能については、抜本的な改善には至っていない。 

 

●観光・シティセールス対策 

・観光・物産に関する顧客価値を高めながら、満足度とイメージアップの向上を

図り、本市への年間観光宿泊者数２５万人を目指します。 

【振り返り】 

旅行ツアー及びイベントコンベンションの誘致、物産観光イベント、名物グ

ルメの販売、プロモーション活動により、本市への年間観光宿泊者数は２７．

３万人（第３四半期現在）となった。 

 

・地域と連携した観光誘客、商品開発、物産販売等により、株式会社薩摩川内市

観光物産協会の売上高６千万円（市委託分を除く）を目指します。 

【振り返り】 

観光物産協会の自主事業として、観光旅行事業及び物産事業を展開し、売上

高約７，４００万円（第３四半期現在）となった。 

 

・財産仕分け・利活用方針に基づき、処分財産に位置づけられた観光施設の売却

等に取り組みます。 

【振り返り】 

処分財産に位置づけられた観光施設のうち、東郷温泉ゆったり館、里交流セ

ンター甑島館、竜宮の郷の宿泊３施設は、民間譲渡手続きのための公募を実施

したが、応募がなかった。 
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平成２６年度 部局経営⽅針 
建設部⻑ 泊 正⼈ 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

建設部職員の持つ、技術力・知識・情報・経験値を結集し、市民に喜んでい

ただける、美しく、使いやすい、道路・河川・公園・住宅等を整備、管理しな

がら更なる市民サービスの向上と安全安心なまちづくりに努めます。 

 

◆部局の基本方針 

建設部の使命を果たすために、次の方針を掲げます。 

①専門的技術力のさらなる向上に努め、コスト縮減を図り、高品質かつ高機能

な社会資本整備に取り組みます。 

②市民のニーズに応えるため、費用対効果を最重点課題とし、早期対応・早期

発注に努め、公平で公正な公共事業を推進します。 

 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

当初予算 ５０.２億円（Ａ）【歳出予算比率 ９.４％】 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ８０ ２１ １０１ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   ７.４％ 

●南九州西回り自動車道整備促進 

 ・川内隈之城道路の薩摩川内都ＩＣ～薩摩川内高江ＩＣ間の平成２７年３月の

供用開始を目指します。 

・川内～阿久根間の都市計画等の諸手続を強力に推進し、平成２７年度の事業

着手を目指します。 

【振り返り】 

 ・川内隈之城道路については、平成２７年３月７日に全線開通し、薩摩川内水

引ＩＣから鹿児島市まで途切れることなく繋がり、観光、産業、医療など様々

な分野での効果が期待されています。 

 ・薩摩川内水引ＩＣ～阿久根ＩＣ間については、都市計画決定及び環境影響評

価等の手続を終え、平成２７年度での新規事業候補箇所にあがり、社会資本

整備審議会道路部会において新規事業化は妥当と判断されました。 

 

●川内川川内市街部改修事業の整備促進 

 ・大小路地区の用地買収を積極的に進め、平成２６年度中の工事着手を目指し

ます。 

【振り返り】 

・都市計画道路 中郷五代線整備に係る事業用地の取得は、国の大小路地区引堤

事業と併せて計画的に進めており、平成２６年度末で全体の約７５％が契約

済みとなっています。 
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・道路築造工事については、川内川河川事務所と中郷五代線付替工事に係る受

託合併工事基本協定を平成２６年７月に締結し、上流側（天大橋付近）から

着手しました。 

 

●藺牟田瀬戸架橋の建設促進 

 ・関係機関との連携を密にし、早期完成を目指します。 

【振り返り】 

・事業の早期完成に向けて関係機関等への要望や連携を図っており、第１橋

（２１７ｍ）が舗装工を残して概成し、第２橋の上部工に着手するなど逐次

進んでいます。 

 

●重要港湾川内港の整備促進  

 ・船舶の大型化に対応した川内港の整備を促進し、港湾機能の強化を図ります。 

【振り返り】 

 ・港湾機能の強化に係る関係機関との協議や要望を実施しており、国際物流港

湾としての機能向上に関する整備など順次行っています。 

 

●集中豪雨等による浸水被害の解消 

 ・安全安心のまちづくりのため、内水排水中長期ビジョンに基づいて、排水対策

事業を推進します。 

【振り返り】 

 ・内水対策中長期ビジョンに基づき、中郷地区を初めとする排水対策工事の設

計業務委託を実施し、工事についても一部着手しました。今後も継続して計

画に基づき排水対策工事を実施していきます。 

 

●社会資本の長寿命化対策の充実 

 ・公園・橋梁・市営住宅・排水ポンプ施設等の長寿命化のため 適切な維持管理

計画を策定し、施設の安全度向上を図ります。 

【振り返り】 

・社会資本整備総合交付金事業により、都市公園の施設更新事業を行ないました。 

遊具等更新事業 ６箇所、トイレ改修事業 １箇所 

 ・橋梁長寿命化修繕計画に基づき、永福橋を初めとする 7 橋の補修設計業務委

託を実施しました。平成２７年度から補修工事を実施していきます。 

 ・公営住宅等長寿命化計画に基づき、施設の適切な維持管理に努めました。 

 

●都市計画事業の充実 

 ・都市計画道路の事業化や実施中の土地区画整理事業等について、整備促進に

努めます。 

・駅前・白和線整備事業の鉄道アンダー部供用に伴う、川内駅西口へのアクセス

道路の整備に努めます。 

【振り返り】 

 （川内駅周辺地区土地区画整理事業） 

・街区公園整備工事を完了し、当該事業を完了しました。 
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（天辰第一地区土地区画整理事業） 

 ・事業地区内の区画道路・橋梁等の整備に努めた結果、平成２６年度末の進捗

率は事業費ベースで８６.５％となりました。 

 （天辰第二地区土地区画整理事業） 

 ・事業化に向け都市計画決定の手続きを進めるとともに、環境影響評価の準備

書作成まで完了しました。 

（入来温泉場土地区画整理事業） 

 ・事業地区内の道路築造及び宅地造成等の整備に努めた結果、平成２６年度末

の進捗率は事業費ベースで７２.７％となりました。 

・駅前・白和線整備事業については、測量・設計・調査業務を実施するととも

に、事業用地取得に努め、粘り強い交渉業務により、計画どおり取得するこ

とができました。 

 

●交通安全施設整備事業 

 ・警察等との連携による交通安全施設の整備に努め、交通事故の減少かつ安全

安心な施設整備を図ります。 

【振り返り】 

 ・カーブミラー、ガードレール、路面標示の設置などを実施しました。今後も

交通安全施設の整備を実施していきます。 

 

●危険廃屋解体撤去促進事業 

 ・市民への周知を図るとともに、慎重かつ迅速な事業推進に努めます。 

【振り返り】 

 ・補助金交付要綱を創設し市民への周知を図ったことにより、３３棟（内４棟

は甑島地域）の除却を実施することができました。引き続き周知を図るとと

もに事業の展開に努めます。 

 

●既存住宅改修環境整備事業 

 ・３年目に入る要望の強い同事業の早期応募を実施し、市民の満足度向上に努め

ます。 

【振り返り】 

 ・早期に受付が可能となるよう広報を行い、滞り無く事業が無事完了しました。 

 

●未登記土地処理事業 

・市が管理する道路における、未登記土地約５,０００筆について、公共嘱託登記

協会等と連携を図り、未登記の改善に努めます。 

【振り返り】 

・残された未登記土地約５,０００筆の内容を精査し、登記困難、登記保留、要

登記地等の区分に振り分けて業務の効率化を図り、本年度は約２００筆の公共

用地未登記地の解消を行いました。 

 

 

22



   平成２６年度 部局経営⽅針 
教育部⻑ 中川 清 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

市教育振興基本計画(平成２２年１０月策定)の基本目標 

「ふるさとを愛し 心豊かにたくましく生きる 薩摩せんだいのひとづくり」

の具現化 ⇒ 部内全職員の共通認識の徹底。 

 

◆部局の基本方針 

市教育振興基本計画の施策の方向 

①「未来をたくましく生きる力」をはぐくむ教育を推進します。 

②信頼され責任を果たす学校づくりの推進をします。 

③健康で心豊かに生きる環境づくりと文化・スポーツの振興を推進します。 

 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

当初予算 ３６．９５億円（Ａ）【歳出予算比率６．９％】 

構成人員 

  職員（Ｂ）  嘱託  計 

職員数（人） １６６ １０５ ２７１ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   １５．４％ 

●薩摩川内市の特色を活かした教育活動の推進 

・「連携型」小中一貫教育の推進(ふるさとコミュニケーション科の充実) 

・薩摩川内元気塾、甑アイランドウォッチング事業、日中･日韓友好スポーツ等

交流事業等々の充実 

・英語力向上プラン事業の充実(中学校英検合格者の向上、小学校英検・ロ 

ーマ字検定試行) 

・「いじめのない学校づくり」の推進 

・コミュニティスクールの推進、学校応援団との連携 

【振り返り】 

平成２７年度当初予算で見直した。（拡充：コミュニティスクール：東郷中、

事業内容見直し：英語力向上プラン事業、縮小：薩摩川内元気塾） 

廃止事業はないが、学校教育の予算枠の関係もあり、薩摩川内元気塾等の予

算を削減した。下記の甑島のジオパーク認定を目指した取組（教育・研究活動）

の関連もあることから、今後は別枠予算（企画費での予算要求）の確保も検討

したい。 

 

●教育を語る会の実施(平成２６，２７年度) 

⇒平成２２年１２月策定の学校再編基本方針の検証と見直し作業に着手 

【振り返り】 

予定どおりの進捗で、第２次の学校再編基本方針（案）を策定した。平成２

７年５月から関係中学校単位での説明会を開催するなど、平成２７年度に基本
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方針の策定（決定）が本格化する。 

   東郷地域の東郷小・山田小・南瀬小・鳥丸小・藤川小は、平成２９年４月の

統合と学校の位置を東郷小とすることを確認し、開校準備を進めることとした。 

 

●市教育振興基本計画(後期：平成２７～３１年度)の策定 

【振り返り】 

予定どおりの進捗で、平成２７年３月末策定。平成２７年４月から新教育委

員会制度導入により、総合教育会議で市長が定める大綱策定は、同計画(平成２

７～３１年度)の骨子版として策定予定。 

 

●甑島のジオパーク認定を目指した取組：自然遺産等の保存と活用 

藺牟田瀬戸架橋を第一段階に、鹿島支所に恐竜等の自然史系博物館(保存と活

用)とビジターセンター(活用)を設置する。⇒平成２７年度地質・化石等の専門

職員採用、国立科学博物館からの恐竜標本の借用(２体)、平成２７年４月日本

ジオパーク準会員加盟、観光物産協会との連携(業務委託等の検討) 

【振り返り】 

平成２７年度地質・化石等の専門職員採用は済み、国立科学博物館からの恐

竜標本の借用(２体)は予定どおりに達成見込み、平成２７年４月日本ジオパー

ク準会員加盟は見送った。→平成２７年中の事務作業の中で検討する。 

   市長指示もあり、平成２７年度以降の作業工程の短縮を図りたい。 

 

●教育委員会組織の見直し、施設の利活用推進と施設管理について 

①支所教育課の見直し。関連：地域図書館・地域公民館の指定管理の検討 

  中央図書館指定管理は、先進事例の検証から 

  社会教育課(中央公民館)と少年自然の家の業務連携・支援 

②小中学校以外の教育施設の管理の一元化検討 

③施設利活用推進:少年自然の家 利用者の数値目標設定 

【振り返り】 

本土の支所教育課は廃止及び甑島教育課は上甑島・下甑教育課に統合の上、

駐在職員を配置。中央図書館等の指定管理制度移行は、教育施設管理の一元化

と併せた引き続きの検討課題である。少年自然の家は少子高齢化を踏まえ、成

人利用を条例に明文化し、青少年以外の利用者増も図ることとした。 
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平成２６年度 部局経営⽅針 
消防局⻑ 新盛 和久 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

  市民ひとり、一人の安全・安心を第一に、「力強い消防」を目指すため、各防

災関係機関・団体等との緊密な連携を図る。 

  新消防庁舎の設備・機能を最大限に活用するほか、車両資機材等を有効かつ

効率的に運用し、消防職員・消防団員の資質の向上を図りながら、市民の生命、

身体及び財産を保護し、被害の軽減に努める。 

 

◆部局の基本方針 

「市民に信頼される力強い消防を目指す。」 

①高齢者世帯の見守りを含めた住宅防火対策を推進し、火災予防体制の充実強

化を図ります。 

②消防施設等の整備・充実を行い消防体制の強化を図ります。 

③救命率の向上に向けて救急・救助体制の強化を図ります。 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

３ 重点目標 

当初予算 ２５．５８億円（Ａ）【歳出予算比率４．８％】 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） １４８人 ０ １４８人 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   １３.８％ 

●住宅防火対策を積極的に推進し、火災予防・防災体制の充実を図ります。 

・ゴールド集落を含めた一人暮らしの高齢者宅への防火指導訪問に取組み、関

係機関と連携を深め、継続した防火の呼びかけを推進し、予防体制の強化を

図ります。 

・住宅用火災警報器の未設置住宅への設置指導や、適正な維持管理の周知を図

り、住宅火災の発生及び死傷者の減少に取組みます。 

・防災研修センターの各種体験型施設を活用して、自主防災訓練の積極的な実

施を促し、地域防災力の向上に努めます。 

【振り返り】 

・ゴールド集落を含む一人暮らしの高齢者宅３，１１８世帯の防火訪問を実施。 

 一人暮らしの高齢者宅火災は、３件発生し、このうち２名の方が焼死した。 

 平成２６年中の火災件数は４７件で、対前年１件増。うち建物火災２２件中

住宅火災が１６件で、対前年６件の増となり損害額、死傷者ともに増加する

結果となった。 

 今後も高齢者等に対する防火の呼びかけ、住宅用火災警報器の設置促進及び

適性な維持管理を周知し、安全・安心なまちづくりを推進していく。 

 なお、住宅用火災警報器設置率は、鹿児島県全体８９．４％に対して、薩摩

川内市は９５％となっており、県平均より高い。 

・防災研修センターの利用者は７月の開所から６，０００人を超え、このうち
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１３８の団体が利用されたが、自主防災組織としては３団体のみであった。 

  今後、あらゆる広報等を活用し自主防災組織等が防災研修センターを利用さ

れるようにＰＲしていきたい。 

●消防施設・車両等の整備を行うほか、災害時に関係機関との緊密な連携を図り、

災害対応能力の向上と消防体制の充実強化を図ります。 

・防災活動拠点施設としての消防庁舎の機能を最大限活用し、職員一丸となっ

て災害対応に全力で取組みます。 

・高速交通体系等の変化に対し、的確に対応できる消防体制の組織強化を図り

ます。 

・消防職員・消防団員の更なる職務能力の向上のため、各教育機関及び各種研

修会へ積極的な派遣研修に取組みます。 

・消防団の装備基準等の改正を踏まえ資機材の計画的な整備を進め、消防団活

動の環境整備を図ります。 

 【振り返り】 

 ・昨年７月に完成した消防庁舎及び訓練塔を最大限活用し、各種災害対応訓練

等（１８３回）を実施した。 

 ・南九州西回り自動車道の薩摩川内都ＩＣから薩摩川内水引ＩＣまでの供用開

始で、交通事故等の発生が懸念されることから、トンネル内の防災設備の研

修を実施し、併せて高速自動車道での交通事故を想定した訓練を実施した。 

 ・消防団員の活動服の更新をはじめ、消防団車庫・詰所、車両の計画的な更新

整備を進め、消防団員活動の環境整備を図った。 

 ・消防大学校（２人）及び消防学校（３４人）の派遣研修を計画的に実施した

ほか、原子力防災に関する研修会・市内大規模特殊建築物の施設研修会等を

実施し、職員、消防団員の資質向上を図った。 

●救命率の向上と各種現場活動等の高度化を推進し、救急救助体制の強化を図り

ます。 

・複雑多様化する各種災害等に対応するため、救急救命士及び救助隊員の計画

的な養成を図ります。 

・市民向けの普通救命講習を積極的に展開するほか、教育委員会と連携し、今

年度から市内の中学生を対象とした普通救命講習を実施します。 

・救急活動現場を想定したシミュレーション訓練等によるスキルアップに努 

め、併せてドクターヘリの効率的な活用を行い、市民の救命率の向上を目指

します。 

【振り返り】 

 ・救急救命士養成所等（５人）の養成、消防学校救急科（５人）、救助科（４人）

など、専門的な研修機関への派遣を行い、人材育成に努めた。 

 ・「３００人で普通救命講習」をはじめ、広く市民への呼びかけ、普通救命講習

会を開催し、平成２６年度は２，７４７人（市民２．７％）が受講した。 

  また、本年度から市内中学２年生（１４校、８７７人）を対象に普通救命講

習を実施した。 
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平成２６年度 部局経営⽅針 
⽔道局⻑ 落合 正浩 

１ 部局の使命と基本方針 

◆部局の使命 

市民が安全・安心で、安定した生活を継続・維持できるよう、水循環社会の構

築と、併せて企業の経済性を発揮しながら計画的かつ効率的な事業運営を行い市

民福祉の向上を図ります。 

 

◆部局の基本方針 

①薩摩川内市水道ビジョンに定めた「効率的な事業経営」「安全で安心な水の供

給確保」「災害に強い水道の構築」を基本に事業展開します。 

②地域の特性に対応した適正な生活排水処理を推進します。 

 

２ 部局内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

  ※上記『当初予算』は一般会計、特別会計及び公営企業会計の合算額。 

 

３ 重点目標 

当初予算 ５５．７億円 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ４３   ９  ５２  

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   ４．０％ 

●平成２８年４月、本土地域簡易水道事業の水道事業への統合に向け、資産調査

の結果をもとに固定資産台帳の作成を実施し、市債及び繰入金の負担協議につ

いても関係課との調整を行います。 

【振り返り】 

固定資産台帳は作成したが、関係課との調整は未調整である。 

 

●事業統合に伴う財政計画を策定します。 

【振り返り】 

事業統合後の財政計画を作成し、薩摩川内市上下水道事業運営審議会に示し

た。 

 

●組織再編について、再編案の準備作業を行います。 

【振り返り】 

組織再編については、定数・事務事業等の検討を行った。 

 

●薩摩川内市水道ビジョンに定めた簡易水道の事業統合を進めていきます。 

 ・１６の簡易水道及び１飲料水供給施設の変更認可申請書作成業務の委託を行

います。 

【振り返り】 

年度内に業務委託が終了した。 
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 ・樋脇地域簡易水道の資産評価を行います。 

【振り返り】 

年度内に資産評価が終了した。 

 

●入来温泉施設整備を計画的に進めます。 

 ・（仮称）入来公衆浴場については、入来温泉場土地区画整理事業と調整を図り

ながら建設工事を進めます。 

【振り返り】 

建設工事が完成し、平成２７年４月４日から営業を開始した。 

 

●地域の特性に対応した効率的かつ適正な生活排水処理を推進します。 

 ・下水道接続推進行動計画に基づき、接続率向上に向けた取り組みを強化しま 

す。 

【振り返り】 

２名１組の班を編成し、供用開始３年経過の地区を中心に戸別訪問を実施し、 

接続推進を図った。 

 ・市の平均接続率を２％引き上げます。(Ｈ２５末 ７５．６％) 

【振り返り】 

接続推進により平均接続率は上昇したが、２％には達しなかった。 

・合併浄化槽普及推進のための広報・啓発活動を実施します。 

【振り返り】 

広報さつませんだいやホームページでの広報に加え、産業祭＆ＪＡフェスタ

で浄化槽コーナーを設置し普及啓発を図った。 

 ・汚水処理人口普及率（Ｈ２５ ６４．４％）を、県平均水準(７３．３％)に

近づけます。 

【振り返り】 

汚水処理人口普及率が６４．４％から６８．１％に上昇し、県平均水準（７ 

５．２％）に近づいた。 

・公共下水道川内処理区の整備を進めます。 

【振り返り】 

平佐地区私道管渠整備を４路線で行い整備を進めた。 
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平成２６年度 ⽀所経営⽅針 
樋脇⽀所⻑ 内 ⾦雄 

１ 支所の使命と基本方針 

◆支所の使命 

支所は、地域住民に親しまれ、信頼され、身近に感じられるような存在である

べきことから、以下のことを支所の使命とする。 

①スピーディで質の高い公共サービスを提供すること。 

②市民との協働・参画で地域力の向上を目指すこと。 

③安全・安心の地域社会の形成を図ること。 

④本庁との連携を密にし、潤滑な事務事業を遂行すること。 

 

◆支所の基本方針 

①明るく市民から親しまれる支所づくりを推進する。 

②六次産業化を推進する。 

③安全・安心な地域づくりを推進する。 

④事務事業の見直しを図る。 

 

２ 支所内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ２１ １０ ３１ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】 ２．０％ 

●市民から親しまれ、信頼される支所づくりを推進します。 

・来庁されるお客様へのあいさつ、職員間のあいさつを心がけ、明るく活気に

満ちた職場づくりを推進します。 

・来庁者への声かけや窓口案内など、市民に親しまれ、気軽に立ち寄れる支所

を目指します。 

・業務処理のレベルアップや情報の共有化により、お客様を待たせない、迷わ

せない、正確でスピーディなサービスを推進します。 

【振り返り】 

職員間の挨拶や窓口での挨拶・声かけを行い、明るい職場づくりに努めた。 

毎日の朝礼により、情報の共有化を図り、市民サービスの向上に努めた。 

 

●六次産業化を推進します。 

・後継者不足、高齢化の進行する中、農業等関係者の所得増進を目指し、農産

物の付加価値を高めた商品開発を促進し、六次産業化の推進と啓発を図りま

す。 

【振り返り】 

第１次産業の第６次産業化に対し、農家・地域加工グループ等と行政が連携

を図り、情報提供等を行い新しい商品開発の促進に努めた。 
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●安全・安心な地域づくりを推進します。 

・市道・農林道等の、定期的な巡視を行い、危険・補修箇所等の発見に心がけ、

安全・安心な地域づくりを推進します。 

【振り返り】 

定期的な市道・農林道等パトロールを行い、補修箇所の早期修繕工事に努め

た。又市民からの道路修繕要望には、現地確認を行い緊急性の高いものから、

早急に対応した。 

 

●事務事業の見直しを図ります。 

・職員数が減少する中、少数職員でより効率的に、より効果的に事務事業を推

進するため、取り扱っている全ての事務事業を対象に、不要不急事務の見直

しを実施します。 

【振り返り】 

各グループ毎に課題・問題の掘り起こしを行い、本庁へ集約すべき業務、廃

止すべき業務などの整理を行った。 
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平成２6 年度 ⽀所経営⽅針 
⼊来⽀所⻑ ⼤園 俊秀 

１ 支所の使命と基本方針 

◆支所の使命 

支所は、地域住民に親しまれ、信頼され、身近に感じられるような存在である

べきことから、以下のことを支所の使命とする。 

① スピーディで質の高い公共サービスを提供すること。 

②市民との協働・参画で地域力の向上を目指すこと。 

③安全・安心の地域社会の形成を図ること。 

④本庁との連携を密にし、潤滑な事務事業を遂行すること。 

 

◆支所の基本方針 

①市民との共生・協働を推進します。 

②魅力ある観光地づくりと農業振興を図ります。 

③迅速、丁寧、親切、正確な窓口対応に努めます。 

 

２ 支所内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託  計 

職員数（人） ２２ １７ ３９ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】     ２．０％ 

●住みよい温もりのある地域づくりのために、地区コミュニティ協議会等との連

携を深めます。 

・各地区コミュニティ協議会行事への支援、参加を行います。 

【振り返り】 

地区コミュニティ協議会会長会議を毎月、主事合同会議を隔月に開催し、

情報の共有化に努める一方、地区コミュニティ協議会主催の催し等へ地元出

身者を含め支援、参加に努めた。 

・安全・安心の地域づくりのために関係機関と連携を密にしていきます。 

【振り返り】 

全地区コミュニティ協議会合同の青色パトの出発式の開催や地区コミュニ

ティ協議会別の防災訓練等を開催しながら、防犯・防災の意識高揚に努めた。 

 

●質の高いサービスの提供を行います。 

・職員の意識改革と資質向上を目指します。 

【振り返り】 

毎週の支所内会議及び各グループ持ち回りの朝礼等を開催しながら情報・

課題等の共有化に努めスピーディ丁寧な接客に努め、トラブル・苦情等は発

生しなかった。 
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●地域資源を活かした魅力ある観光地づくりを推進します。 

・清色城跡の周知と入来麓伝統的建造物群保存地区(旧増田家住宅)への観光客

誘致を積極的に推進します。 

【振り返り】 

減少傾向にあった来館者数が、国の重要文化財指定を切っ掛けに増加に転

じた。また、保存地区を取り込んだイベントの開催により、地区の魅力を参

加者に発信することが出来た。 

・新たな観光資源の掘り起こしのために、関係機関と一体となり推進していき

ます。 

【振り返り】 

地区コミュニティ協議会等と連携を図り資源の掘り起こしに向けて協議を

重ね、地区コミュニティ協議会サイドで整備がスタートした。 

 

●担い手農家・認定農業者等の育成と支援を行います。 

・足腰の強い農業経営体を目指して関係機関と連携し、指導、支援を行って参

ります。 

【振り返り】 

畜産経営の安定化を図るために、個別経営体から法人経営体への移行を支

援し、法人経営体としてスタートすることが出来た。また、新たな担い手確

保を図るために、制度の周知と導入を支援し新たな担い手確保に結びついた。 
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平成２６年度 ⽀所経営⽅針 
東郷⽀所⻑ 中村 清⼈ 

１ 支所の使命と基本方針 

◆支所の使命 

支所は、地域住民に親しまれ、信頼され、身近に感じられるような存在である

べきことから、以下のことを支所の使命とする。 

①スピーディで質の高い公共サービスを提供すること 

②市民との協働・参画で地域力の向上を目指すこと。 

③安全・安心の地域社会の形成を図ること。 

④本庁との連携を密にし、潤滑な事務事業を遂行すること。 

 

◆支所の基本方針 

①職員一人ひとりが、市民からの問合わせ・相談に迅速に対応します。 

②市民の安全・安心を確保するため、関係団体との連携を強化します。 

③報告・連絡・相談を行い本庁と連携を図ります。 

２ 支所内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

３ 重点目標 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ２１ １０ ３１ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   ２．０％ 

●窓口等でのお客様への親切な対応と迅速な処理に努める。 

・お客様への挨拶と、親切・丁寧・正確かつ迅速な対応を行います。 

・住民基本台帳のカード普及を推進します。 

●事務事業の縮小・廃止に努める。 

・事務事業の簡素化を行い、お客様からも分かりやすい組織づくりに努めます。 

●地区コミュニティ協議会会長及び関係団体と連携し、地域力の向上に努める。 

・地域主体の活動が展開されるように、協働・自立を促進します。 

●市道、河川、施設等の維持補修要望への対応に努めます。 

・市道・農道・河川等の補修要望箇所は早期対応に努めます。 

・東郷温泉ゆったり館等の観光施設及び公園施設は、本庁担当課及び指定管理

者と連携を図り、適切な維持管理運営に努めます。 

●地域農家への支援に努めます。 

・多面的機能支払事業等により、農村の環境整備に努めます。 

・農家・農事組合法人等への経営安定の支援に努めます。 

・農地の鳥獣被害対策への支援に努めます。 

【振り返り】 

・窓口等は、東郷地域外の周辺の来場者が多くなる状況であるが、挨拶と親切・

丁寧に対応を行い大きな信頼を得られた。 

・地区コミュニティ協議会及び関係団体と連携を取り、地域力の向上に努めた。 

・農地の鳥獣被害対策等を行い、農家の方々の意向に対応できた。 
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平成２６年度 ⽀所経営⽅針 
祁答院⽀所⻑ ⼤⽊ 幹⽣ 

１ 支所の使命と基本方針 

◆支所の使命 

支所は、地域住民に親しまれ、信頼され、身近に感じられるような存在である

べきことから、以下のことを支所の使命とします。 

①スピーディで質の高い公共サービスを提供します。 

②市民との協同・参画で地域力の向上を目指します。 

③安全・安心の地域社会の形成を図ります。 

④本庁との連携を密にし、円滑な事務事業を遂行します。 

⑤組織機構再編方針に基づき、事務の効率化を図ります。 

◆支所の基本方針 

①窓口では、迅速、丁寧、親切、正確に対応します。 

②各地区コミュニティ協議会と連携しながら、情報の共有化を図り地域活性化 

を目指します。 

③地域一体となった関係機関との連携を図りながら、安心安全な地域づくり 

を目指します。 

④市民サービスの維持を基本に、業務等見直しによる事務の効率化を目指しま

す。 

 

２ 支所内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人）  ２３  １５  ３８ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】  ２．１％ 

●共生・協同の推進を図ります。 

・地区コミュニティ協議会会長連絡会及び地区コミュニティ協議会コミュニテ

ィ主事研修会を定期的に開催します。 

【振り返り】 

・地区コミュニティ協議会会長連絡会及び地区コミュニティ協議会コミュニテ

ィ主事研修会を開催し、各種情報を提供して情報の共有化を図った。これに

より各種補助金事業が、展開されている。 

 

●安心・安全な地域づくりを目指します。 

・災害に強い地域づくり及び防災意識の向上を図ります。 

・子どもや高齢者が暮らしやすいまちづくりを推進します。 

【振り返り】 

・青パト車による管内巡視や「母の会」との連携による交通安全の啓発活動を、

実施している。 

・自主防災組織による訓練が、支所も支援しながら実施されている。 
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●迅速、丁寧な質の高いサービスを提供します。 

・職員の意識改革・資質の向上を図ります。 

【振り返り】 

・支所内連絡会等で情報・課題等を共有し、迅速な対応を図ることで、苦情等

は発生していない。 

 

●藺牟田池を中心とした観光の推進を図ります。 

・各種イベントへの観光客誘致及び職員の積極的な協力参加を推進します。 

・藺牟田池県立自然公園の環境保全の推進を図ります。 

・グリーンツーリズムの推進及び受入農家の拡大を図ります。 

・矢立農村公園の支援と利用者の促進を図ります。 

【振り返り】 

・いむた池納涼花火大会、いむた池七峰登山大会、いむた池梅マラソン大会、

ベッコウトンボ観察会に多くの観客、参加者があった。職員も積極的に協力

参加している。 

・グリーンツーリズムの受入農家は２９軒で、中学生を延べ１７４人受け入れ、

地域の魅力を発信しながら、それぞれの受入農家で世代間の交流が図られた。 

・矢立農村公園では自主事業として、わさびの栽培が開始されている。 

 

●農林水産業の振興の推進を図ります。 

・県営中山間地域総合整備事業による農業生産基盤及び農村環境整備を推進し

ます。 

・有害鳥獣対策の推進として、猟友会との連携で防護柵の設置（シカ・イノシ

シ）を重点的に実施します。 

・青年農業者の育成・支援を図ります。 

・新規特産品の販売の支援を推進します。 

【振り返り】 

・平成２６年度は、６.８ｈａの農用地を対象とする暗渠排水が整備され、農業

生産の維持を図り、多面的な機能が確保されている。 

・藺牟田地区２箇所において、平成２６年度に鳥獣防護柵延長１８,４３１ｍ 

が、設置された。これは鳥獣被害に対する地域の熱心な取り組みの成果であ 

る。 

・農業後継者組織（ＫＧＦグループ）が、認定農業者と連携して生産活動を行

っている。 

・特産品を周知するとともに購入していただくために、海幸山幸のカタログギ

フトによる販売促進を図っている。 

 

●祁答院教育課との連携を図ります。 

・生涯学習の積極的な支援を図ります。 

・健康で美しいまちづくりを目指します。 

・花いっぱい運動の推進を図ります。 

【振り返り】 

・公民館の自主学級として５講座が開催され、生涯学習の促進が図られている。 
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・地域の市民体育大会、グラウンドゴルフ大会や自治会対抗のバレーボール大

会などが開催され、地域住民の親睦を図りながら、スポーツに親しみ健康の

維持が図られている。 

・各地区コミュニティ協議会、事業者などがシンボル花壇等を設置し、花いっ

ぱい運動が展開され、季節の花が道ゆく人々の目を楽しませている。 
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平成２６年度 ⽀所経営⽅針 
⾥⽀所⻑ 塩⽥ 保憲 

１ 支所の使命と基本方針 

◆支所の使命 

支所は、地域住民に親しまれ、信頼され、身近に感じられるような存在である

べきことから、以下のことを支所の使命とする。 

①スピーディで質の高い公共サービスを提供すること 

②市民との協働・参画で地域力の向上を目指すこと。 

③安全・安心の地域社会の形成を図ること。 

④本庁との連携を密にし、潤滑な事務事業を遂行すること。 

 

◆支所の基本方針 

①里地区コミュニティ協議会等との連携を密にし、発展する地域づくりを推進

します。 

②地域住民や観光物産協会と協同し、観光客に満足して貰える環境整備に努め

ます。 

③地域の特性を活かした産業の振興を推進します。 

 

２ 支所内の経営資源（平成２６年４月１日現在） 

 

３ 重点目標 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） １７ ４ ２１ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】        １．６％ 

●里地区コミュニティ協議会と連携し、住民総参加の地域づくりを推進します。 

・里地区コミュニティ協議会の役員との連携を密に図りながら、地域行事への

参加の推進に努めます。 

【振り返り】 

里地区は、毎月第３日曜日に自治会単位で海岸清掃を実施しました。職員

は基より子供から高齢者までが参加し、常時ごみのない海岸を目指して維

持・管理に努めました。 

また、里地区コミュニティ協議会が主催する敬老祝賀会にも職員がボラン

ティアで参加し、準備から余興・後片付けまで協力し、高齢者から大変喜ば

れていますので、継続していきたいと考えています。 

 

・市制施行１０周年記念行事等への参加を促進し、各種イベントへの協力体制

を推進します。 

【振り返り】 

   里町の有志で結成していますウインドサーフィンチーム、ＳＴウィンダー

ズが甑海峡横断レース２０１４を９月１４日に実施しました。本市としては、

同じく共催団体になっている里地区コミュニティ協議会と協力体制をとり、
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大会を盛り上げることができました。 

 

・里地区コミュニティ協議会と連携し、高齢者が安心して暮らせる地域づくり

を推進します。 

【振り返り】 

里地域支え合い活動協議会に加入している５自治会の中から１自治会を抽

出し、要援護者の行動見守りマップの作成指導を行い、地域包括支援センタ

ー等とタイアップして、高齢者等が安心して暮らせる地域づくりを推進しま

した。 

里地区コミュニティ協議会でも高齢者の健康づくり講演会等も計画されて

いますので、今後も支所として支援していきたいと考えています。 

 

●観光客に満足して貰える環境整備を推進します。 

・観光案内人と連携し、観光客に喜ばれる観光施設の充実を図ります。 

【振り返り】 

観光施設のトイレ等を定期的に点検し、観光客に不快感を与えることがな

い様に努めました。また、今後も観光案内人の意見等も随時聞きながら色々

なことに対応していきたい。 

 

・新高速船甑島の就航に伴い観光客数の増加が期待される中、特色を活かした

観光振興を図ります。 

【振り返り】 

今後も、旅館業者と連携をとりながら、観光客に喜ばれる受け入れ態勢を

充実していきたい。(鮮魚等の土産品の手配等) 

 

・本庁主管課や観光物産協会との連絡調整を図りながら、展望所や観光周回道

路の環境整備に努めます。 

【振り返り】 

市道や林道等の除草作業は、シルバー人材センター等への委託事業で実施

しているが、法面からの雑木の枝やつる等が道路上に垂れ下がり、観光バス

等の通行に支障を与えている箇所が見受けられた。定期的に道路パトロール

等を実施し、対応しました。 

 

●地域の特性を活かした産業の振興を推進します。 

・農業及び水産業の六次産業化への促進を支援します。 

【振り返り】 

甑島漁協の職員や観光物産協会の地域おこし協力隊員と情報を共有し、新

商品開発の推進に努めました。 

 

・離島農業の将来を見据え、地域の実情に即した効率的かつ安定的な農業の振

興を支援します。 

【振り返り】 

耕作放棄地の解消を推進しながら、農産物の販路拡大に努めました。また、
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新規就農者への支援にも力を入れて対応した。 

 

・離島にとって重要な地域資源である漁場の生産力の向上を図りながら、漁業

者の増収を支援します。 

【振り返り】 

離島漁業再生交付金事業(里町漁業集落)への事務指導は基より、水産専門

員(嘱託員)を活用した現場指導等にも力を入れ、豊かな魚場の確保に努め水

産業の振興に取り組みました。 
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平成２６年度 ⽀所経営⽅針 

上甑⽀所⻑ ⾺場 正弘 

１ 支所の使命と基本方針 

◆支所の使命 

  支所は、地域住民に親しまれ、信頼され、身近に感じられるような存在であ

るべきことから、以下のことを支所の使命とする。 

①スピーディで質の高い公共サービスを提供すること。 

②市民との協働・参画で地域力の向上を目指すこと。 

③安全・安心の地域社会の形成を図ること。 

④本庁との連携を密にし、潤滑な事務事業を遂行する。 

 

◆支所内の基本方針 ～支所の使命を果たすために、次の方針を掲げます。～ 

①地区コミュニティ協議会等と協働し、活力ある地域づくりに努めます。 

②安心して快適に暮らせる地域づくりに努めます。 

③地域の特性を活かした産業・教育の振興に努めます。 

④活力ある明るい職場づくりに努めます。 

 

２ 支所内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

●安心・安全な地域づくりを推進します。 

・環境美化推進員との連携を図り、特別指定区域(国定公園化に向け)内でのご

み不法投棄防止に努めます。 

【振り返り】 

環境美化推進員と連携した巡回パトロールの実施に加え、毎月提出される

報告を受けて地域内の環境美化に努めた。また、地域内の自治会による海岸

漂着ごみの回収活動への支援を行い、環境美化活動の定着に努めた。 

 

・リサイクル推進員と連携した生ごみ減量化と水分含有量減を推進します。 

【振り返り】 

各地区のリサイクル推進員を中心に、収集日にごみの分別収集への協力を

呼びかけ、併せて「支所だより」により生ゴミの水切りの徹底を周知してご

みの減量化に努めた。 

 

 

 

構成人員 

 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ２１ ６ ２７ 

職員比率【Ｂ/市職員 １，０７６人】  2.5％ 
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・子供から高齢者まで地域全体で見守り、健康で安心して暮らせる町づくりに 

努めます。 

【振り返り】 

母子保健推進員及び上甑民生委員・児童委員並びに健やか支援アドバイザ

ーと連携し、声かけや見守り活動等を行い、地域全体での見守りに努めた。

また、地区コミュニティ協議会と協働し、健康づくり講演会等を実施し、認

知症の正しい理解や転倒防止の予防に努めた。 

    

・簡易水道の漏水等への迅速な対応及び維持管理に努め、安定した水の供給に

努めます。 

【振り返り】 

配水管、送水管、導水管の老朽化に伴い、漏水しやすい状態のため、仕切

弁位置確認を徹底し、漏水時の迅速な対応ができた。 

   また、仕切り弁操作を慎重に行い、急激な加圧変動を軽減し、水道管の最

適な維持管理に努めた。 

   施設においては、電気系統、遠方監視系統の点検・管理に努めたことによ

り、異常個所の早期発見が可能となり、重大故障を防ぐことができた。 

 

・安全な生活道路の維持管理に努め、中甑江石線の早期完成を目指します。 

【振り返り】 

安全な生活道路維持のため、点検パトロールを行い維持補修に努めた。ま

た、中甑江石線の道路改良事業は、昨年度からの継続工区である１工区が完

了した。 

  道路改良舗装工事 １工区：L＝６０ｍ Ｗ＝５.０ｍ 

 

・各自治会による避難訓練、自主防災組織の活動等を推進します。 

【振り返り】 

海に囲まれた上甑地域では東日本大震災以来、防災意識が高まり、自主防

災組織による、津波避難訓練や初期消火訓練等が実施された。 

平成２６年度は、悪天候等により実施できなかった自治会もあったが、４

自治会が実施し、上甑町江石自治会では、春季火災予防運動に併せ、上甑分

駐所、上甑消防団、甑島幹部派出所、上甑支所の合同による、消防演習と自

主防災訓練を計画したが、雨天のため消防演習と防災講座に変更して実施し、

充実した内容となった。 

 

●観光施設の有効利用により観光の振興を推進します。 

・観光船「かのこ」のガイド力向上を図り、利用者が満足するサービスに努め

ます。 

【振り返り】 

今年度も船員の接客マナーの向上を図るため研修会を開催した。また、７

月には観光船「かのこ」乗船者１万人達成の記念セレモニーを開催した。 
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・公園内のトイレ等、施設の適正管理に努め、観光振興を図ります。 

【振り返り】 

トイレ施設・待合所施設の管理・衛生面に重点をおき、観光客等がいつで

も快適に利用できるよう配慮した。 

 

・甑島の代表的景勝地である海岸線の漂着ごみ回収活動を推進します。 

【振り返り】 

地区コミュニティ協議会・自治会・ＰＴＡ等の各種団体が積極的な自主活

動を展開され、海岸清掃の充実が図られた。 

 

●資源を活かした農林水産業の振興を推進します。 

・キビナゴ産卵期の禁漁区域期間の拡大、イカ柴投入、稚魚放流等を実施し、

水産資源の保護に努めます。 

【振り返り】 

キビナゴの禁漁区域期間の拡大は今後の課題として残っているが、４月に

は各地区でイカ柴投入を実施し、産卵場の確保をした。また、５月３１日ま

で、禁漁をしてイカの資源保護が図った。 

ヒラメ・アワビの放流を実施し、資源保護に努めた。 

 

・漁獲物の販路開拓、低利用魚の付加価値向上を図り、水産資源の六次産業化

を目指します。 

【振り返り】 

特にこれといった事業は展開できなかったが、引き続き販路開拓、低利用

魚の付加価値については、漁民・漁協とも連携を図りながら水産振興の向上

に努めたい。 

 

・安全に通行できる林道管理に努めます。 

【振り返り】 

定期的な林道パトロールにより、林道の見回りを行った。また、シルバー

人材センターへ林道の除草を委託し通行の安全対策を図った。さらに梅雨時

期や台風時期の大雨等により法面が崩壊した時には、防災無線で通行状況を

周知するとともに、迅速な道路復旧に努めた。 

 

●元気な地域づくりを推進します。 

・特定、長寿健診及びがん検診等の受診率の向上に努めます。 

【振り返り】 

特定、長寿健診及びがん検診等について市民に対しポスター・チラシ・放

送等で呼びかけを行い受診率向上に努めた。 

 

・地区コミュニティ協議会や自治会活動への積極的な参加、協力、支援に努め 

ます 

【振り返り】 

地区コミュニティ協議会が実施する事業の「見知会」「町民運動会」「安全
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パトロール」その他イベント等に積極的に協力した。 

また、自治会活動への協力及びゴールド集落への支援職員の相談役等、支

援活動も積極的に行った。 

各自治会が実施しているボランティア作業等にも積極的に参加した。 

 

●教育環境づくりを推進します。 

 ・市民大学講座の充実、参加者の増加に努め、社会教育活動の活性化を目指し

ます。 

【振り返り】 

今年度は、前年度実施事業に２教室（エコクラフト教室・健康リズム体操）

を加え、充実した講座が開催された。また、シニア健康体づくり教室と健康

リズム体操教室については、大変好評で受講者から平成２７年度も同事業を

実施してほしいとの要望が強く、継続実施を予定している。 

 

 ・小中一貫教育を推進し、独り立ち（１５の島立ち）に向けて、自らの生き方 

  を主体的に切り拓く子供の育成を目指します。 

【振り返り】 

薩摩川内元気塾、学校応援団等の支援をいただきながら、魚のさばき方等

を体験することで一人立ちできる知識を学ぶことができた。 

 

 ・２０１５国民文化祭に向けて、基盤づくりを目指します。 

【振り返り】 

平成２６年度はプレ大会や実行委員会を通じて、２７年度への基盤づくり

ができた。 

 

●明るい職場づくりを推進します。 

 ・特定健診、がん健診、職場検診等の受診率向上を図り、職員の健康管理に努

めます。 

【振り返り】 

特定健診及び人間ドック・がん検診等に対し、職員へ受診勧奨を行い、病

休者を除くほぼ全職員が受診し、職員の健康管理に努めた。また、個人的に

は管理栄養士の指導を実施し、食生活の改善に努めた。 

 

 ・苦情の無い、親切で、市民に親しまれる明るい職場づくりに努めてまいりま

す。 

【振り返り】 

庁内のレイアウト変更により、全職員がカウンターをはさんで明るく笑

顔で、対応をした結果、市民にも好評であった。 

カウンターに「花いっぱい運動」の一環として、花を置き市民に親しま

れる様に努めた。 
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平成２６年度 ⽀所経営⽅針 
下甑⽀所⻑ 園⽥ 恒治 

１ 支所の使命と基本方針 

◆支所の使命 

支所は、地域住民に親しまれ、信頼され、身近に感じられるような存在である

べきことから、以下のことを支所の使命とする。 

①スピーディで質の高い公共サービスを提供すること 

②市民との協働・参画で地域力の向上を目指すこと。 

③安全・安心の地域社会の形成を図ること。 

④本庁との連携を密にし、潤滑な事務事業を遂行すること。 

 

◆支所の基本方針 

①地区コミュニティ協議会、自治会との連携の強化を図ります。 

②観光資源の利活用を促進します。 

③農業及び水産業の振興を推進します。 

④スピーディな対応で質の高い住民サービスを提供します。 

 

２ 支所内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

構成人員 

 職員（Ｂ） 嘱託 計 

職員数（人） ２９ １３ ４２ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】   ２.７％ 

●地区コミュニティ協議会、自治会と情報の共有化を図り、連携しながら地域の

活性化を図ります。 

・地区コミュニティ協議会、自治会活動への支援・参加を行い、地域を活性化す

るとともに、安心・安全な地域づくりに努めます。 

・ゴールド集落（５自治会）の自主活動の取り組みに協力・支援して、自治会活

動の活発化を図ります。 

【振り返り】 

・地区コミュニティ協議会連絡会（１回/年）及びコミュニティ主事連絡会（１回

/月）を開催し、各情報の提供と連絡の強化を図った。地区コミュニティ協議会

主催イベントの助言等による支援を行った。 

・ゴールド集落支援員の支援・協力により、ゴールド集落自主活動支援補助金を

活用したふれあいサロンの開催、環境美化活動等が実施されている。 

 

●国定公園指定に向けて、観光資源の利活用を促進します。 

・国定公園指定に向けて、魅力ある観光地づくりを促進し、交流人口の増加を図

ります。 

・本庁と連携して、手打港待合所の利活用の促進を支援します。 

【振り返り】 
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・地区コミュニティ協議会合同の主催事業として、大学生や観光関係者の協力を

得て２地区を繋ぐ古道の路面整備や看板等の設置をして復活させ、広く甑島内

外から募集をして２月８日に「助八古道を歩こうかい」のイベントが実施され

１５０名の参加があった。 

甑島の国定公園が３月１６日に指定され記念式典等が開催された。 

・手打地区コミュニティ協議会を基に、本庁担当課と連携を蜜にして、平成２６

年度は５回の利活用検討委員会を実施し、平成２７年度に設計及び改修工事、

平成２８年度オープンのための検討を行っている。 

 

●資源を利活用した農業及び水産業の振興を推進します。 

・飼料作物等の導入による耕作放棄地の解消を推進します。 

・漁業集落等の商品開発、販路拡大への支援等を通じて、漁業の振興を図ります。 

【振り返り】 

・手打地域粗飼料生産組合による飼料用稲が１．４ｈa、飼料用作物（牧草）が６．

０ｈa に作付けされ、耕作放棄地の解消に繋がっている。 

・各集落も商品加工に積極的に取り組み販売したが、特に長浜漁業集落の商品開

発として「タカエビつきあげ」や「フレフレこしき」が商品化され好評である。

今年の２月２６日開催「第２０回全国青年・女性漁業者交流大会」では、長浜

漁業集落の研究や活動成果発表に対して、農林水産大臣賞を受賞している。 

 

●お客様への親切な対応と迅速な処理に努めます。 

・来庁者へのあいさつ・声かけ、職員間でのあいさつを心がけ、明るく活気のあ

る職場づくりを推進します。 

・支所内連絡会及びグループ内会議を実施し、関係各機関からの情報を職員へ提

供することにより、情報の共有化を図り、質の高いサービスを提供します。 

【振り返り】 

・来庁者や職員間であいさつ・声かけを心がけ、明るい職場づくりを推進した。 

・毎週火曜日を基本に支所連絡会の開催とグループ内協議を実施し、情報・課題

の共有化で質の高いサービス提供と各種イベントや行事の円滑化を図った。 
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平成２６年度 ⽀所経営⽅針   

⿅島⽀所⻑ 橋野 巧 
１ 支所の使命と基本方針 

◆支所の使命 

支所は、地域住民に親しまれ、信頼され、身近に感じられるような存在である

べきことから、以下のことを支所の使命とする。 

①スピーディで質の高い公共サービスを提供すること。 

②市民との協働・参画で地域力の向上を目指すこと。 

③安全・安心の地域社会の形成を図ること。 

④本庁との連携を密にし、潤滑な事務事業を遂行すること。 

 

◆支所の基本方針 

①地域住民との密接な関係を生かし、心を込めたサービスに努めます。 

②地域住民との共生・協働で地域力向上を図ります。 

③安全で安心して暮らせる地域づくりを推進します。 

④小さい組織力を生かした事務事業モデル地域を目指します。 

 

２ 支所内の経営資源（平成２６年４月１日時点） 

 

３ 重点目標 

構成人員 

 職員（Ｂ）  嘱託  計 

職員数（人）  １１  ２  １３ 

職員比率【Ｂ/市職員 1,076 人】 １．0％ 

●地域住民の声に素直に耳を傾け、相談ごと等には真摯に対応します。 

・顔の見える行政サービスを心を込めて実践します。 

・独居老人宅の見守り活動を実践します。 

【振り返り】 

・支所内のレイアウトを大幅に変更する等、地域住民との密接な関係を生かし 

た窓口対応と、様々な相談、要望等にも迅速丁寧に対応した。 

 ・職員の近所周辺を含め、通勤途中など高齢者宅への声掛けを実践した。 

 

●地域住民と共に知恵（創意工夫）を出し、汗（実践行動）をかき地域づくりを

推進します。 

・鹿島地区コミュニティ協議会との連携を密にし、イベント、まつり等への積 

極的な支援に努めます。 

・耕作放棄地を活用した畜産振興と離島漁業再生支援事業等の支援に努めます。 

【振り返り】 

・まつり実行委員会主催のウミネコ祭り及び、鹿島みなと祭りを鹿島地区コミ 

ュニティ協議会と連携し、盛大に開催できた。 

・小牟田地区の耕作放棄地を活用した畜産振興の支援と、離島漁業再生支援事 

業では、漁場環境の改善に努めた他、新たな特産品を開発した。 
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●自然災害、火災、交通災害等の無い地域づくりを推進します。 

・交通死亡事故ゼロ、無火災記録更新（道中禁煙の啓発）に努めます。 

・災害時における避難行動要支援者記録台帳整備と避難訓練の実施に努めます。 

【振り返り】 

・交通ルールの遵守と「道中禁煙」の風習が守られ、平成２６年１２月１６日

交通死亡事故ゼロ２４，０００日達成記念式典を開催、以後も無事故、無火

災記録の更新が続いている。 

・災害時における避難行動要支援者記録台帳の更新を常時行ない、平成２６年

１０月２６日に、全住民対象の海上保安庁、自衛隊と連携した大規模災害時

の島外避難訓練（住民参加率約４０％）を実施した。 

 

●美しい郷土づくりと新たな観光資源を生かした地域づくりを推進します。 

・不法投棄防止や漁港等公共敷地内放置物件の排除に努め、環境美化を推進し

ます。 

・鹿の子百合の自生地整備、藺牟田瀬戸架橋建設現場、恐竜化石と鹿島断崖（白

亜系姫浦層群）等を生かした魅力ある観光地づくりを推進します。 

・株式会社薩摩川内市観光物産協会との連携による観光客誘致活動を積極的に

行ない観光客の増加に努めます。 

【振り返り】 

 ・環境美化推進員による不法投棄監視パトロールを実施した他、漁港周辺公共 

施設の放置物件排除に努めたが、一部撤去できない状況である。 

 ・鹿の子百合自生地の野焼きを実施し、保護繁殖に努めた。今後も㈱薩摩川内 

市観光物産協会との連携を更に強化し、観光客の増加を図りたい。 

 ・国定公園の指定により、鹿島断崖と恐竜化石の産出は、甑島観光コースの目 

玉となりつつあり、今後も周辺環境の整備充実を図りたい。 
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